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研究成果の概要（和文）： 

イノベーションを伴う内生的成長モデルを社会的インフラを含むように拡張し、次の主要な研

究結果を導出した。①不完備契約論のプローチを内生的成長論のフレームワークに組み入れる

ことによって、研究成果に対する所有権配分と経済発展段階の関連性を理論的に解明した。②

ディレクティッドな技術変化を伴う既存の内生的成長モデルに汚染排出とそれに対する家計の

評価を組み入れてモデルの拡張を行い、有意味な帰結を導出した。 

 

研究成果の概要（英文）： 

We tried to formulate the endogenous growth model with innovation and social 

infrastructure and derived the following main results.  (1) By introducing   arguments 

concerning the incomplete contract theory, we analyzed the relationship between the 

property right of research result and the stage of economic development. (2) By formulating 

the emission of pollutants and the utility function of households reflecting the pollution in 

the context of endogenous growth model with directed technical change, we derived two 

important propositions. 
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１．研究開始当初の背景 

知識基盤経済においては、情報技術の急速

な進展のため、学術における科学と産業にお

ける科学技術の距離が縮小し、密接に関連し

てきている。そのような経済では産業イノベ

ーションが重要であり、さらに教育制度等の

制度を含む社会的インフラの充実も重要な

課題である。本研究では、このような経済制

度や社会的インフラの違いが、イノベーショ

ン政策の経済成長促進効果にどのような影
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響をもたらすかを中心に検討した。平成 16

～19 年度の基盤研究（B）（２）での申請者の

研究は、制度・社会的インフラの状況を所与

として、産業イノベーションと持続的成長の

関連についての多方面からの分析が中心で

あった。本研究の課題は、前回の基盤研究で

の研究過程で、イノベーションを支える制

度・（港湾・空港等の）社会的インフラの状

況の分析が不可欠であると痛切に感じられ

るようになったことに起因している。したが

って、本研究は前回の基盤研究の延長線上に

位置づけられる。 

 
２．研究の目的 
 

多くの内生的成長モデルでは、イノベーシ

ョンや人的資本の水準が生産性に影響を及

ぼす決定的な要因であるとされている。しか

しながら、ごく最近の経済成長論の分野では、

研究開発が行われるためのインセンティブ

や人的資本の蓄積の状況は、経済における制

度・社会的インフラがどのようになっている

かにも強く依存していることが認識される

ようになってきた。経済制度と経済成長との

関係に関する理論的・実証的研究がハーバー

ド大学等の研究者を中心に急速に進展して

いる（これらの研究状況については、ヘルプ

マン（2004）の和訳を参照せよ）。本研究で

は、制度を含めた社会的インフラの状況を考

慮に入れて、イノベーション政策と持続的経

済成長の関連について、理論分析・実地調査

を試み、重層的に解明することを目的にして

いる。 

 

３．研究の方法 

上記の研究目的を達成するために、次のよ

うに行った。 

（１）制度・社会的インフラを伴う内生的成

長モデルの構築 

内生的成長モデルに関する文献は膨大で

あり、最近でも制度と経済成長に関連する文

献は急速に蓄積されてきている。しかし、一

部の文献を除いて、ほとんどの文献は叙述的

なものであり、数理的に厳密な分析を行って

いる文献はそれほど多くはない。本研究では、

厳密に数理的な理論的展開を試みた。具体的

には、次のような理論分析を企図した。 

① アセモグル等(2001)の中間財の生産関

数にエネルギーと人的資本を導入して、

グリーン経済に向けた制度・社会的イ

ンフラの構築と環境 R&D 政策の効果を

理論的に分析した。 

② アセモグル(2006)では、一つの可能性

として、投資ベース戦略から出発する経

済は当初高い投資により経済成長が促進

され、世界の最先端フロンティアに近づ

いていくうちに、イノベーション戦略に

チェンジし、研究開発による高成長がも

たらされるという現実的なメカニズムを

解明している。この文献では環境要因を

完全に捨象している。これに環境要因を

組み込んで環境 R&D を考慮し、グリーン

経済に向けての制度・社会的インフラの

態様と持続的成長の関係を理論的に検討

した。 

（２）実証分析・実態調査 

環境・研究開発と経済成長に関する実態調

査については、中国とインドの経済について

社会的インフラの状況を考慮しながら、種々

のイノベーション政策の成長促進効果を検

証した。中国に関する実証分析・実態調査に

ついては、（国家建設高水準大学公派により

重慶大学からの博士研究生）高遠東に手伝っ

てもらって研究を行なった。また、中国人民

大学の趙国慶教授・上海交通大学の朱保華教

授と話し合い、データ収集と実証分析・実態

調査の結果の解釈について助力してもらっ



た。インドの実証分析・実態調査については、

チェンナイ・ニューデリーを訪問した。中国

とインドを訪問した際には、実証分析につい

てディスカッションを行うと同時に現地調

査も行った。最後に、中国とインドのみなら

ず、ディスカッションと資料の収集のために、

EU も訪問した。 

 
４．研究成果 

経済制度と経済成長との関係に関する理論

的・実証的研究がハーバード大学等の研究者

を中心に急速に進展している。制度と経済成

長の関連に関する実証分析としては、ホー

ル・ジョーンズ (1999)が重要な貢献をして

いる。 

本研究では、制度を含めた社会的インフラの

状況を考慮に入れて、実地調査を行い、（そ

れをできるだけ反映するような）現実妥当性

を持つモデルを構築し、イノベーション政策

と持続的経済成長の関連についての分析を

行った。 

 

（１）理論分析 

知識基盤経済を的確に描写すると想定され

る人的資本とイノベーションを伴う内生的

成長モデルを社会的インフラを含むように

拡張し、思考実験を行い、イノベーション政

策の成長促進効果を分析した。 

（２）実地調査 

コンファレンス等で中国をはじめアジアの

国には多数回訪問しているが、「百聞は一見

にしかず」という表現が適切であるように、

実際に現地の状況を見聞すると認識が改ま

ることが多々ある。本研究のひとつの特色と

して、インドと中国の研究機関（中国人民大

学・南京大学・上海交通大学・新疆大学・イ

ンド工科大学（マドラス校）・東芝の現地事

務所（ニューデリー郊外）を訪問し、実地調

査を行った。また、環境問題、特に森林管理

での先進国であるドイツを訪問し、再生可能

エネルギー政策についての種々の知見を得

た。さらに、アルバニア政府の総務長官にな

っている教え子から依頼されて、アルバニア

の大学で研究成果に関する講演を行った。 

本研究の意義を列記しておく。 

（１）制度・社会的インフラを伴う理論モデ

ルを構築し、イノベーション政策の成長促進

効果の分析を行った。このことにより、制

度・社会的インフラの違いによる成長促進効

果の影響が明確になる。このことを踏まえて、

知識基盤社会における適切な制度選択に理

論的根拠が提示されることになり、新たな理

論的視点が開かれると思われる。具体的には、

次のような主要な理論的成果が得られた。 

① 不完備契約理論における所有権アプロー

チをアセモグル等（2006）の内生的成長

論のフレームワークに組み入れることに

よって、望ましい研究成果に対する所有

権配分と経済発展段階の関連性を理論的

に解明した。 

② グリーン経済に向けた研究を行うために、

ディレクチッドな技術進歩を伴う既存の

内生的成長モデルに、汚染排出とそれに

対する家計の評価を組み入れて、モデル

の拡張を行い、有意味な帰結を導出した。

さらに、汚染対策の政策効果の分析も行

い、有意味な帰結を導出した。 

③ 教育とジョッブのマッチングに関する

理論研究において、有意義な帰結を導出

した。さらに、アセモグル等（2007）の

不完備契約モデルの修正を行い、契約制

度がイノベーションと経済成長にいか

なる効果を及ぼすかを理論的に研究し

た。 

（２）インドと中国を複数回訪問し、現地の

研究協力者と議論し、実地調査を行うことに

より、上記の数理的モデルの分析結果に関す



る解釈と経済的インプリケーションをより

的確なものにすることが可能となった。この

帰結は他の途上国にとっても参考になると

思われる。 
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